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電気通信役務契約等状況報告
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２ 「都道府県」の欄に記載する都道府県の順序は、日本産業規格都道府県コードの番号の
順序によること。

注１ アナログ公衆電話及びデジタル公衆電話ごとに別葉とすること。

注１ アナログ公衆電話及びデジタル公衆電話ごとに別葉とすること。

３ 「都道府県」の欄に記載する都道府県の順序は、日本産業規格都道府県コードの番号の
順序によること。

２ 第一種公衆電話機及び第一種公衆電話機以外に分けて記載すること。

３ 「駅等及びその周辺」の欄には、鉄道駅、バスターミナル、空港、港及びそれらの周辺
に設置している公衆電話機について、屋内及び屋外ごとに台数を記載すること。
４ 「公共施設及びその周辺」の欄には、都道府県庁、市役所、区役所、町村役場及びこれ
らに準ずる施設、公民館、図書館並びにそれらの周辺に設置している公衆電話機について、
屋内及び屋外ごとに台数を記載すること。
５ 「医療施設及びその周辺」の欄には、病院、診療所、介護老人福祉施設、児童福祉施設、
障害者福祉施設及びそれらの周辺に設置している公衆電話機について、屋内及び屋外ごと
に台数を記載すること。

４ 記載する都道府県の数に応じ、項を適宜増減すること。
５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

６ 「教育機関及びその周辺」の欄には、保育園、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、
高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、高等専門学校及びそれらの周辺に設置し
ている公衆電話機について、屋内及び屋外ごとに台数を記載すること。
７ 「商業施設及びその周辺」の欄には、コンビニエンスストア、百貨店その他小売店舗及
びそれらの周辺に設置している公衆電話機について、屋内及び屋外ごとに台数を記載する
こと。
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